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交代制勤務看護師の勤務間インターバルと疲労回復に関する研究

研究分担者 久保智英 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所
過労死等調査研究センター 上席研究員

【研究要旨】
本研究では、勤務間インターバルと疲労回復という視点から、12時間及び 16時間夜勤・

交代制勤務に従事する30人の看護師を対象として3週間の連続観察調査を実施した。 そ
の結果、12時間夜勤・交代制勤務における 12時間の日勤と日勤、12時間の夜勤と夜勤が
連続する状況において、勤務間インターバルが残業の影響で 11時間未満に陥りやすく、
疲労回復が十分になされないまま次の勤務に入る可能性が示された。 したがって、それら
の勤務シフトの場合、残業が生じないような配慮、工夫の必要性が示唆される。 一方、 本

研究の対象となった 16時間夜勤・交代制勤務では、夜勤時には約 2時間の夜勤中の仮眠
が確保されていたことも関連して、16 時間夜勤後で他の勤務後と比べて大きく疲労度が
商くなるということは 観察されなかった。 しかし、夜勤中に仮眠が取得できない病院では

疲労度が増大する可能性が示唆される。勤務間インターバルの取得タイミングによる疲労
回復効果の違いに関しては、先行研究を踏まえれば重要だと考えられるが、 本研究からは
直接的にそれを支持する結果は得られなかったので 今後検討が必要である。
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研究の背景

本研究は労働者の疲労回復という視点から、
EU（欧朴I連合）諸国で導入されている勤務終了
後から次の勤務開始までの時間間隔を規制す
る「勤務間インターバル制度」に着目し、わが
国における 新しい過重労働対策を検討する上
での有用な某礎資料の提供を目標とする。 本制
度の主な内容は 1) 24 時間につき最低連続11
時間の休息を付与すること、2) 7日毎に最低連
続24時間の休息Hを付与すること、3) 1週間
につき週労働時間の上限を 48時間とすること
に要約できる(EU労働時間指令；20 03/ 88/EC)。
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わが国においても働き方改革等において、この
勤務間インターバル制度に対し、新しい過重労
働対策としての期待が高まっている。厚生労働
省においても、本制度を導入しようとする中小
企業に対して助成金を出すなどの取組みを行

っており、また、自主的に 本制度を導入し、運
用している企業も徐々に 現れており、今後、わ

が国においても 本制度の推進、普及が見込まれ
る。

しかし、 本制度が既に導入されているEU諸

国においてさえも、疲労回復との関係で最適な
勤務間インターバルが 11時間であるという科
学的なエヴィデンスに基づいたものではない
ことから、上記のごとく、今後、わが国におい
て 本制度が 普及していく ことを見据えた場合、

疲労回復に適した勤務間インター バルの設定
の仕方に関する科学的なエヴィデンスが社会
的に強く求められる。 また、現時点では、H々
の勤務間インタ ー バルの時間の長さを何時間
に設定することが望ましいかという側面が主
に脚光を浴びている。 しかし、異なる業種業態
に対して、一律に何時間のインターバル時間が
良いのかといった議論に留まらず、多種 多様な
労働者層に勤務間インター バル制度が浸透し




























